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の製作を， 32年 3 月に完成させた。このコンビュータも日本電気や沖電気工業が， 33年から34
年にかけて開発製作した，パラメトロン式コンビュータの第一号に，大きな影響を与えた。
(1) 電気試験所のコンビュータについては， r情報処理j 第17巻 第 2 号 133-141頁参照。
( 2 ) 日本電子工業振興協会・日本電子計算機側『日本の電子計算機j 39年版 39年 270-271頁。






















31年 6 月 15 日に「機械工業振興臨時措置法J (法律第154号)が公布され，即日施行された。
この法律は「機械工業の合理化を促進することにより，その振興を図り，もって国民経済の健










(4) 30年代では，後述するように，正式社名は富士通信機製造側であるが， 36年 8 月に略称として
富士通に統一しているので，本稿でも富士通とした。











1 最も基本的事項として新知識をもった技術者を養成し確保する。 2 研究を促進し，技術
の向上を図る。 3 設備の整備拡充と生産の専門化体制促進のための施策を行う。 4 部品の
規格を統一する。 5 電子製品の需要を拡大させるための施策が必要で、ある。
さらに，電子工業を振興させるためには 1 全く新しい事業分野をも振興の対象とする




そこで，通産省では，電子工業そのものを振興させるための法律案を作成し， 32年 4 月 12 日
に国会へ提出 5 月 18 日に成立した。それが， r電子工業振興臨時措置法J (電振法)で32年 6
月 11 日法律第171号として公布，即日施行された。なお，同法はその附則で，施行後 7 年以内で
廃止されることが明記されていた。
この法律の目的は， r電子工業を振興することにより，産業の設備及ぴ技術の近代化その他国






電子工業振興臨時措置法施行令 (32年 9 月 19 日公布施行 政令第288号)で定めるとされた。
本稿が対象とするコンビュータは， 33年 5 月 15 日の政令第128号により， rわが国において製
造技術が確立されていないか又はその水準が外国の水準に比して著しく低い電子機器等のうち，
その製造技術に関する試験研究(試作を含む)を特に促進する必要があるものJ (第 3 条第 1 項)
とされ， r製造技術に関する試験研究の内容及ぴその完成の目標年度」を内容とする，振興基本
計画をたてることとされた(第 3 条第 2 項)。また，通産大臣の諮問により，電子工業の振興に
関する重要事項を調査審議する，電子工業審議会の設置も規定された(第14条)。なお，基本計









33年; 32年度試作補助金による中型 (1 BM650程度)事務用電子計算機の試作完了，同程度
の製品化試作開始




























なお，電子工業振興臨時措置法は32年 6 月 11 日の施行後 7 年間の時限法であるため，その存
続が検討されたが， I貿易自由化，資本自由化の進展という環境の変化に備えて，電子工業振興
の必要性は変わらず，むしろ電振法の必要性は大きくなっていたというのが政官界，業界の一
致した見方であった」。そこで， 46年 3 月 31 日まで期限が延長された。
( 2 ) 鉱工業技術研究組合法
鉱工業技術研究組合法は「鉱工業の生産技術の向上を図るため，これに関する試験研究を協
同して行うために必要な組織について定めることを目的J (第 1 条)として， 36年 5 月 6 日に公








この法律が立法化されたのは， I当時の補助金制度では， 1 社に対して高額の補助金を交付で
きなかったために考え出された新制度である」といわれている。
コンビュータ関係で，この法律により組合が組織されたのは，富士通，沖電気工業と日本電
気の 3 社が， 37年 7 月 18 日に通産省へ許可申請を提出した「電子計算機技術研究組合J がある。
( 3 ) 鉱工業技術試験研究補助金制度
鉱工業の技術研究に対する補助金制度は， 25年度に新たに産業技術，応用研究や工業化試験
に対する観点より試験研究補助金が制度化された。通産省では25年 4 月 22 日に告示第56号によ
り鉱工業技術研究補助金交付規程を制定公布し， 25年度より交付した。







( 6 ) 前掲『通商産業政策史J 第10巻 平成 2 年 261-262頁，なお， 267頁まで参照。
(7) 前掲『日本のコンビュータ発達史j 172頁。
( 8 ) r 日本経済新聞j 37年 7 月 19 日。






















の他これらに類するもの及ぴこれらのものの部分品 二 その他のうち次に掲げるもの (1) 
計数式電子計算機(カード式又は入出力機を使用することができるもののうち，記憶容量が一
万八千字以上の磁気コア一式内部記憶装置を有するものに限る。)及ぴこれに附属する制御機






(10) 日本電子工業振興協会『電子工業振興30年の歩み』同協会 63年 26頁。
(11) 以下の記述は断らない限り，大蔵省財政史室編『昭和財政史昭和27-48年度』第 6巻租税
東洋経済新報社 1990年 235-239頁による。
(12) W 日本経済新聞j 36年 1 月 5 日。
(13) 日本電子計算機鞠 WJECC十年史』同社 48年 100頁。
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するためには，これら IBM社の特許を避けて製品化するか， 1 BM社の使用許可を得なけれ




通産省も， 日本 IBM社と米国の IBM社との間で解決しなければならない問題を抱えてい
た。それは，日本 1 BM社から31年に出された， 1 BM社への技術提携契約の認可と技術指導
料の米国通貨で送金の許可という，二つの申請に対しての回答をしなければならなかった。
交渉のうち日本 IBM社と米国の IBM社間での技術提携契約については， 35年 8 月末に通
産省が許可し，この解決によって，日本のメーカと 1 BM社との間での，特許の使用許可の交
渉も可能となり， 35年11月には日本メーカ 8 社(日立製作所，日本電気，富士通，沖電気工
業，松下電器産業，三菱電機，北辰電機製作所)と 1 BM社との間で技術提携の仮契約が行わ
れた。その内容は， r提携内容は電子計算機の製造に関する特許使用の許諾，対象品目は電子計
算機本体とシステムおよび、その構成部品，特許料率は本体システムは販売額の 5 %，部品は 1
%，期間は 5 年間，ただしノーハウは公開しない」というものであった。この製造ノーハウの
未公開のため，日本のメーカの多くはこれ以後， 1 BM社以外の外国の先進メーカとの技術提




(14) 前掲 rJECC 十年史j 101頁
(15) 以下の記述は断らない限り，日本経営史研究所編『日本アイ・ピー・エム50年史J 日本アイ・
ビー・エム側 53年 156-162頁ならぴに前掲『電子工業振興30年の歩みj 51-52頁による。
(16) r 日本経済新聞j 35年11月 4 日。
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( 2 ) 日本電子計算機株式会社




















会社の概要は次のようである。 36年 8 月 16 日に設立登記を完了し，社長は元商工組合中央金









(17) 以下の記述は，前掲 DECC 十年史j 17-31頁と前掲『電子工業振興30年の歩みj 52-53頁によ
る。







社に移り，翌日から賃貸が開始する。この時点で「引渡完了通知書J により 3 者が確認する。
6 レンタル開始後，ユーザは毎月の賃貸料を当社に現金で支払う。 7 メーカは会社の委託
によりユーザには賃貸期間中保守点検を行い，それに対して会社はメーカに保守費を支払う。








ぶ「業界団体j が必要となる。そこで， 33年 3 月 29 日に，審議会のメーカ側委員を中心とした






















本稿では富士通と表現しているが，設立時の正式名称は富士通信機製造鞠であり， 10年 6 月
20 日に，富士電機製造側(大正12年 8 月に古河電気工業側とドイツのシーメンス社との提携に
より，電動機や発電機などの生産を目的に設立される)の電話部所管の業務を分離して設立さ
れたのである。












































( 2 ) 計算機の開発
a リレー(継電器)式電気計算機




















































本格的なパラメトロン式コンビュータは， 32年 9 月に日本電子測器側が開発中であったコン






手した。また， トランジスタの製造工場も 35年 2 月に竣工した。
トランジスタ式の開発にあたり，多くの事前調査や試作が為されたと言われている。また，
開発要員も次第に増員された。豆コンビュータやテストコンビュータが試作され， 36年 2 月に























( 2 ) 計算機開発以後
FACOM100 が， 28年10月から開発に着手されたが，その後の組織についてみると， 29年 3 月





期には企画室がある。 30年 3 月期には技術部がなく，代わって第二技術部長を取締役が担当し
ている。それゆえ，この時点で技術部は，第一と第二に分けられていたことが分かるが，その
理由は不明である。なお，第一技術部長は30年 9 月期に取締役が担当している。 30年 9 月期に
は，企画室が企画部と昇格している。


























(29) 前掲『社史 I!J 160頁。
(30) 向上書 161頁ならぴに前掲『ともかくやってみろj 52-53頁。
(31) 前掲『社史I!J 161頁。


































(35) r電子工業振興臨時措置法15年のあゆみと今後の課題J (座談会) (出席者通産省 電子政策
課長平松守彦，通産省電子機器課長 関山吉彦，工業技術院技術振興課長根橋正人，日本電
子工業振興協会専務理事斉藤有) (r電子工業月報J 第13巻第 2 号 46年 2 月 2 -12頁)。
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あろう。
以上のことから，製品開発と組織については次のように言えよう。つまり，コンビュータを
代表商品として育成していくという経営方針に従い，コンビュータの生産・販売に関する組織
は，この経営方針の達成のために変化させられていくということである。
なお，今後は40年代以後の国の助成策と，その中での富士通を初めとする，コンビュータメ
ーカの経営について検討していかねばならない。
付記 本稿は平成13年度奈良産業大学経済経営学会の特別研究助成金「企業経営と法律-1960年代
後半の電子計算機の国産化を事例としてJ による研究成果の一部である。
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